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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第80期
第１四半期
連結累計期間

第81期
第１四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 2,648,692 2,484,682 15,996,986

経常利益又は経常損失(△) (千円) △95,319 △60,455 1,157,715

当期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △70,106 △61,243 657,686

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △310,889 2,581 956,945

純資産額 (千円) 14,645,628 15,778,734 15,855,693

総資産額 (千円) 23,536,172 25,388,482 27,087,928

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △4.63 △4.04 43.41

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.2 62.1 58.5

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社においても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権による経済政策への期待感から円安、株高基

調で推移し、デフレ脱却と景気回復への期待が高まっておりますが、欧州の債務問題や世界経済の減速

感、電力不足などの懸念材料を抱え、先行き不透明な状況が続いております。 

この様な情勢の中で、2013年度から2015年度までの中期経営計画「ＳＡＰ１５(Seibu Action  Plan

for 2015) 」を策定し、当社グループは「商品力の向上」ならびに「販売力の強化」によって、安定成長

を実現すべく、全社を挙げて努力してまいりました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高は円安効果により輸出が伸びましたものの、前期は大手機

械メーカからの大口物件の成約があったこともあり、38億5千5百万円（前年同期比15.0%減）となりまし

た。売上高は円安の影響を受け輸出が増加しましたものの、国内設備投資の納期のズレもあり、24億8千4

百万円（前年同期比6.2%減）となりました。また、損益においては、経常損失は6千万円（前年同期は、経

常損失9千5百万円）、四半期純損失は6千1百万円（前年同期は、四半期純損失7千万円）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

搬送機械事業

搬送機械事業では、既存顧客からのリピート受注、小型自動倉庫や製造業の生産・物流分野などに、

ピッキングシステムや新商品を使ったソリューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも

注力し、拡販を図ってまいりました。しかしながら、前期は大手機械メーカからの大口物件の成約があっ

たこともあり、受注高は18億1千8百万円（前年同期比37.9%減）、売上高は国内設備投資の納期のズレも

あり、9億3千3百万円（前年同期比19.0%減）となりました。

　

産業機械事業

産業機械事業の産機部門では、民間需要の掘り起こしやゲート分野を中心とした既存市場における

シェアアップ、サービス・メンテナンスに注力してまいりました。また、精密機械部門では、既存顧客の更

新需要や海外の新規商社の開拓に注力してまいりました。その結果、円安の影響もあり輸出が増加し、受

注高は19億6千9百万円（前年同期比28.6%増）、売上高は14億6千4百万円（前年同期比3.9%増）となりま

した。

　

その他の事業

その他の事業では、営繕工事の減少などにより、受注高は6千6百万円（前年同期比15.6%減）、売上高は
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8千6百万円（前年同期比0.1%増）となりました。

　

（2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期末の資産合計は、前連結会計年度末より16億9千9百万円減少し、253億8千8百万円となり

ました。その主な要因といたしましては、売上債権の回収等により現金及び預金が2億7千7百万円、第２四

半期の売上の増加に伴い、仕掛品が2億1千4百万円、原材料及び貯蔵品が3億8千1百万円増加しましたもの

の、受取手形及び売掛金が25億7千万円減少したことなどによるものであります。

（負債）

負債の部では、前連結会計年度末より16億2千2百万円減少し、96億9百万円となりました。その主な要因

といたしましては、売上高の減少に伴い仕入が減少し支払手形及び買掛金が9億1千5百万円、法人税等の

支払により未払法人税等が4億7千3百万円、流動負債のその他が2億6百万円減少したことなどによるもの

であります。

（純資産）

純資産の部は、前連結会計年度末より7千6百万円減少し、157億7千8百万円となりました。その主な要因

といたしましては、その他有価証券評価差額金が6千3百万円増加しましたものの、利益剰余金が1億4千万

円減少したことなどによるものであります。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1億6百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,980,000

計 32,980,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,160,000同左
東京証券取引所
（市場第二部）
福岡証券取引所

単元株式数は
100株であります。

計 15,160,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成25年４月１日～
平成25年６月30日

― 15,160 ― 2,658,400 ― 992,895

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

     当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で　　

　 きないため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主

　 名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式 　　 9,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式
15,002,000

15,002 ―

単元未満株式
 普通株式   
149,000

― ―

発行済株式総数 15,160,000― ―

総株主の議決権 ― 15,002 ―

(注) １　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が472株含まれております。

２　平成25年２月12日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。

なお、実施日は平成25年４月１日であります。

　

② 【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　　　　　　　　　　西部電
機株式会社

福岡県古賀市駅東三丁目３番１号 9,000 ― 9,000 0.06

計 ― 9,000 ― 9,000 0.06

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,498,335 5,775,635

受取手形及び売掛金 ※３
 7,623,877

※３
 5,053,560

仕掛品 649,475 864,405

原材料及び貯蔵品 862,692 1,244,375

繰延税金資産 258,144 281,486

その他 71,675 82,786

貸倒引当金 △14,460 △17,669

流動資産合計 14,949,741 13,284,580

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,490,155 3,446,688

土地 5,006,687 5,006,687

その他（純額） 491,700 471,079

有形固定資産合計 8,988,542 8,924,454

無形固定資産 16,374 15,171

投資その他の資産

投資有価証券 2,292,569 2,406,636

その他 878,744 795,684

貸倒引当金 △38,045 △38,045

投資その他の資産合計 3,133,268 3,164,275

固定資産合計 12,138,186 12,103,901

資産合計 27,087,928 25,388,482
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 5,228,868

※３
 4,313,533

短期借入金 620,250 620,250

未払法人税等 488,685 14,870

その他 1,472,915 1,266,671

流動負債合計 7,810,719 6,215,325

固定負債

長期借入金 336,000 336,000

再評価に係る繰延税金負債 1,716,500 1,716,500

退職給付引当金 1,116,142 1,088,318

役員退職慰労引当金 196,505 200,717

その他 56,367 52,886

固定負債合計 3,421,515 3,394,422

負債合計 11,232,234 9,609,748

純資産の部

株主資本

資本金 2,658,400 2,658,400

資本剰余金 2,616,594 2,616,594

利益剰余金 6,699,373 6,558,590

自己株式 △4,079 △4,079

株主資本合計 11,970,288 11,829,505

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 761,107 824,932

土地再評価差額金 3,124,296 3,124,296

その他の包括利益累計額合計 3,885,404 3,949,228

純資産合計 15,855,693 15,778,734

負債純資産合計 27,087,928 25,388,482
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 2,648,692 2,484,682

売上原価 2,070,625 1,830,443

売上総利益 578,066 654,238

販売費及び一般管理費 691,701 735,766

営業損失（△） △113,634 △81,527

営業外収益

受取利息 370 321

受取配当金 15,601 18,884

その他 7,716 6,036

営業外収益合計 23,688 25,242

営業外費用

支払利息 3,211 3,130

コミットメントフィー 1,039 1,039

その他 1,122 －

営業外費用合計 5,373 4,170

経常損失（△） △95,319 △60,455

特別利益

固定資産売却益 537 －

特別利益合計 537 －

特別損失

固定資産除却損 17,517 4

工場移転費用 23,241 －

特別損失合計 40,758 4

税金等調整前四半期純損失（△） △135,540 △60,459

法人税、住民税及び事業税 8,908 24,769

法人税等還付税額 － △34,431

法人税等調整額 △74,342 10,446

法人税等合計 △65,433 783

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △70,106 △61,243

四半期純損失（△） △70,106 △61,243
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △70,106 △61,243

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △240,783 63,824

その他の包括利益合計 △240,783 63,824

四半期包括利益 △310,889 2,581

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △310,889 2,581

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　

　  　 該当事項はありません。

(追加情報)

　

　該当事項はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 300千円 ―　千円

　

２　提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 416,250千円 416,250千円

差引額 1,583,750千円 1,583,750千円

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 66,427千円 134,976千円

支払手形 171,718千円 204,176千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 70,682千円 79,779千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 56,831 3.75平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 79,540 5.25平成25年３月31日 平成25年６月28日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,152,0601,409,9622,562,02386,6682,648,692 ― 2,648,692

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 77 77 58,32058,397△58,397 ―

計 1,152,0601,410,0392,562,100144,9892,707,090△58,3972,648,692

セグメント損失（△） △30,408△21,915△52,324△1,373△53,698△59,936△113,634

(注)　1.「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている機械

機器部品・立体駐車装置の販売、駐車場運営等の事業であります。

2.セグメント損失の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△51,369千円が含まれております。

3.セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 933,2691,464,6942,397,96486,7172,484,682 ― 2,484,682

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 75 75 37,88537,960△37,960 ―

計 933,2691,464,7692,398,039124,6032,522,642△37,9602,484,682

セグメント利益又は
損失（△）

19,924△14,021 5,903△1,612 4,290△85,818△81,527

(注)　1.「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている機械

機器部品・立体駐車装置の販売、駐車場運営等の事業であります。

2.セグメント利益又は損失の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△84,330千円が含まれて

おります。

3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

    １株当たり四半期純損失金額(△) △4円63銭 △4円04銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)(千円) △70,106 △61,243

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △70,106 △61,243

    普通株式の期中平均株式数(千株) 15,153 15,150

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年８月８日

西部電機株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　東　   　能   利   生　 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉   村　 　  祐   二　 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西部
電機株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西部電機株式会社及び連結子会社の平成25年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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